
収集資料リスト 
資料名 入手場所（発行元） 

教育文化省 

1 Calendario Anual de Actividades 2005, Educación Inicial Jardín de 
Infantes y Preescolar, Educación Escolar Básica 1, 2 y 3 Circulo（2005
年学事暦） 

就学前・基礎教育総局 

2 RESOLUCIÓN No. POR LA CUAL SE APRUEBAN NORMAS Y 
PROCEDIMIENTOS REFERÉNCIAS A LA PROMOCIÓN DEL 
ALUMNO Y DE LA ALUMNA EN LA EDUCACIÓN ESCOLAR 
BÁSICA（基礎教育における生徒の進級に関する規定） 

同上 

3 Asociación de Cooperación Escolar（保護者会） 同上 

4 INFORME（質問票回答） 同上 

5 Manual Operativo: Programa de Fortalecimiento de la Reforma 
Educativa en la Educación Escolar Básica（運営マニュアル：基礎教
育における教育改革強化プログラム） 

同上（教育文化省- BID調整
ユニット） 

6 質問票回答監督 教育監督総局 

7 Formación Docente Continua en Servicio Año – 2005: Acciones 
Estratégicas（教員継続教育活動戦略） 

教員養成・研修局 

8 Reglamento que estableces normas para el reconocimiento oficial de 
cursos académicos de la Formación Docente Continua en Servicio（現
職教員研修コースまたは学術的行事の公式認可のための規定）

同上 

9 Programa de formación docente continua en servicio: Cursos de 
capacitación docente a distancia（遠隔継続教育プログラム申込書）

同上 

10 Circular 3/05（内部通達 3/05号 2005年 5月 30日付） 同上 

11 質問票回答 同上 

12 質問票回答 ISE 

セントラル県 

1 
Directorio de las Supervisiones Administrativas y Pedagógicas 
（行政組織住所録及び電話番号簿） 

CDS 

2 
Nóminas de escuelas de Áreas del Departamento Central（セントラル
県中央校一覧表） 

同上 

3 Plan Operativo Anual 2005（2005年活動計画） SATP（Zona “E”, Región 2）

4 
Informe de Gestión de la Gobernación del Departamento Central 
（県庁年次報告書） 

県庁教育部 

5 
Reglamento Interno para el Funcionamiento del Consejo 
Departamental de Educación（県教育審議会内規） 

同上 

コルディジェラ県 

1 Directorio de las Supervisiones Administrativas y Pedagógicas 
（行政組織住所録及び電話番号簿） 

CDS 
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2 Listado de Códigos de Nivel actualizados（教育水準別学校リスト） 同上 

3 Plan Estratégico Cordillera 200-2005（コルディジェラ県戦略計画） 県庁 

4 Capacitación sobre Gerencia Institucional 
（県庁教育部主催学校運営研修チラシ） 

県庁教育文化部 

5 Plan de Acción 2005（2005年活動計画） 同上 

6 Secretaría de Educación y Cultura（パンフレット） 同上 

7 Proyecto de Capacitación Docente（PEI研修計画書） Eusebio Ayala IFD 

8 Capacitación Docente Continua: Modalidad Presencial 
（Eusebio Ayala IFD作成の PEI研修教材） 

同上 

9 Informe General del Curso realizado en el marco del programa de 
Formación Docente Continua Presencial（PEI研修終了報告書） 

同上 

10 PEI（Juan Bautista Alberdi基礎教育学校作成） 同上 

11 PEI（Mariscal Francisco Solano López基礎教育学校作成） 同上 

12 質問票回答 同上 

グアイラ県 

1 
Directorio de las Supervisiones Administrativas y Pedagógicas 
（行政組織住所録及び電話番号簿） 

CDS 

2 Guairá: Características demográficas y socio-cómicas - 2002 県庁 

3 質問票回答 小学校（2校） 

その他  

1 JICAパラグアイ事務所事業概要（2005年 9月） JICAパラグアイ事務所 

2 運転手傭上に係る超勤手当について 同上  

3 平成 17 年度安全対策連絡協議会日当計算書（JOCV）及び平成
16年度安全対策連絡協議会日当計算書（日青ボ） 

同上 

4 パラグアイ国 教育状況調査（2005年 4月） 同上 小島企画調査員 

5 教育セクターポジションペーパー（第 3稿）（2005年 7月） 同上 

地図 

1 一般地図、学校地図（電子情報 CR-ROM） 国勢調査局及び教育文化省

2 Paraguay（パラグアイ全図） 軍事地理局 

3 Plano de la Ciudad de Asunción y sus Alrededores（アスンシオン市
と郊外） 

同上 

4 Mapa Departamental: Departamento Central（セントラル県) 同上 

5 Mapa Departamental: Departamento Cordillera（コルディジェラ県) 同上 

6 Mapa Departamental: Departamento Guairá（グアイラ県) 同上 
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別添資料 1-2 
調査日程表 

 佐久間潤団員 高橋佳子団員 高橋悟団員 小泉高子団員 
10/16 日 本邦発 

10/17 月 アスンシオン着、JICA 事務所
打ち合わせ 

10/18 火 
就学前・基礎教育総局長インタ
ビュー、セントラル県小学校 1
校視察 

10/19 水 セントラル県小学校 3校視察 
10/20 木 PCMワークショップ（教育省） 
10/21 金 PCMワークショップ（校長等） 
10/22 土 

  

ワークショップ結果整理 
10/23 日 本邦発 資料整理 

アスンシオン着 セントラル県小学校 1校再訪 10/24 月 JICA事務所打ち合わせ、大使館表敬 

10/25 火 教育省副大臣、官房事務局長、就学前・基礎教育総局長、教育監督総局長、教員養成・研修局長及び国際協力局長との合同協議 

10/26 水 就学前・基礎教育総局長、教員養成・研修局長、教育監督総局長との個別協議、団内打ち合わせ 
10/27 木 セントラル県県庁教育部長、CDS、小学校 2校訪問 

10/28 金 コルディジェラ県 CDS及び SATP、県知事、教育文化部長及び企画
部長、小学校 2校訪問、JICA事務所打ち合わせ 

10/29 土 団内打ち合わせ、JOCVからの聞き取り調査 
10/30 日 団内打ち合わせ、PDM案及び PO案作成 
10/31 月 グアイラ県 CDS、県庁教育文化部、小学校 2校訪問 
11/01 火 ISE、セントラル県 SATP訪問 
11/02 水 JICA事務所及び大使館中間報告、アスンシオン市内 IFD訪問 

教育文化省 2総局 1局代表及び国際協力局長と協議 11/03 木 
アスンシオン発 収集資料翻訳依頼、団内打ち合わせ 

11/04 金 移動 PDM案及び PO案作成 
11/05 土 本邦着 資料整理及び団内打ち合わせ 
11/06 日 資料整理及び団内打ち合わせ 
11/07 月 セントラル県 CDS及び SATP訪問 

11/08 火 BIDコンサルタント、セントラル県 SATP訪問、
BID Escuela Viva担当官から聞き取り調査 

11/09 水 コルディジェラ県 Eusebio Ayala IFD、セントラ
ル県 Saturio Rios IFD訪問 

11/10 木 AECI から聞き取り調査、就学前・基礎教育総
局及び教育監督総局で追加情報収集 

11/11 金 地図入手、教員養成・研修局で追加情報収集 
11/12 土 資料整理及び団内打ち合わせ 
11/13 日 資料整理及び団内打ち合わせ 
11/14 月 M/M案等作成、積算情報収集 
11/15 火 教育文化大臣面会、積算情報収集 
11/16 水 M/M案等作成、積算情報収集 
11/17 木 M/M案等作成 アスンシオン発 
11/18 金 M/M案等作成 移動 

 

11/19 土 資料整理 本邦着（以下なし） 本邦発 
資料整理  アスンシオン着11/20 日 JICA事務所打ち合わせ 

11/21 月 就学前・基礎教育総局長、教育監督総局長との個別協議 
11/22 火 教員養成・研修局長との個別協議 
11/23 水 報告書作成 
11/24 木 教育大臣ミニッツ署名、日本大使館帰国報告 
11/25 金 JICA事務所帰国報告、アスンシオン発 
11/26 土 移動 
11/27 日 

 

本邦着 
 

100



 
別添資料 2-1 

 
就学前・基礎教育総局 

2005年度学事暦 
就学前教育：保育園及び幼稚園 

学校基礎教育：第 1、2及び 3サイクル 
 
2月 
10日： 学校の開門日 
11から 16日： 転校生の入学登録開始日 
14から 18日： 学校の組織及び就学前及び基礎教育部門の計画期間 
14から 18日： 教員研修期間 
21日： 授業開始日(保育園、幼稚園及び基礎教育１、２、３サイクル) 
21日： 就学前及び幼稚園の生徒の適用化及び診断期間の開始(教員用の制度化さ

れた様式に基づいた観測記録、生徒の社会及び文化的な社会環境) 
22から 25日： ゾーンの教授法技術監督官及び県の調整官による地域の進級、落第、及び

追試の概要の配布 
21から 25日： 中央の資料総局に送付するため、事務管理及び支援監督官に追試シートを

提出 
 
3月 
2から 31日： 監督官、校長、秘書及び教員に対する統計シートの記入法に関する研修 
2から 8日： 就学前又は学校基礎教育診断評価に基づき、担当クラスの年間授業計画又

は年間計画を策定 
２日： 県の監督調整事務所の年間活動を就学前及び基礎教育総局に提出 
2から 4日： 追試登録の開始 
10から 16日： 追試期間(第 1、２、３サイクル) 
14から 23日： 年度初期報告用紙を全国の学校に配布 
15日： 県の調整官事務所により、各県の教育状況に関する総合報告書を就学前及

び基礎教育総局に提出。 
 
4月 
１から５日： 追試の採点表を中央事務所資料室に送付するために、事務監督官事務所に

提出。 
５日： 人事表を事務官監督官事務所に提出(原文１部、写し２部) 
03日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
11から 12日： 生徒登録様式(校長が署名した原文１部)、学術シート(原文１部)、最終学

習年までの前歴証明書(１年から８年まで、原文 1 部、写し１部)、原本証
明がついた身分証明書、または出生証明書の写し等の第一回検査。 

25から 29日： 教育運営計画の進捗報告書の写しを教授監督官事務所に提出。 
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5月 
２から６日： 教員、技術者及び事務員の自己評価及び評価 
2から 13日： 県統計ユニット(UDE)に送付するため、統計表を事務監督官事務所に提出。 
５日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
18から 31日： 評価制度の調整を行っている県(コルディリェラ、グアイラ、首都、アル

ト・パラナ、プレシデンテ・アジェス及びセントラル県)の EEBの１学年
から９学年の第 1期末評価の実施、報告書提出。 

 評価制度の調整を行っていない生徒の第３サイクルの第１期末評価を実

施。 
 
6月 
１から８日： 評価制度の調整を行った基礎教育学校、評価制度の調整を行っていない第

３サイクル校の第１期の学習進捗に関する報告書を父兄に提出。 
６日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
６日： 教育運営計画の進捗報告書の写しを教授監督官事務所に提出。 
20から 30日： 評価制度の調整を行っていない EEB の１学年から６学年の第 1 期末評価

の実施。 
 
7月 
１から８日： 評価制度の調整を行っていない EEB の第１、２サイクルの第 1 期末評価

試験の通信簿を父兄に提出。 
4日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
11から 15日： 教員研修 
11から 22日： 冬休み 
25から 29日： 人事表を事務官監督官事務所に提出(原文１部、写し３部) 
25から 19日： 生徒登録様式(校長が署名した原文１部)、学術シート(原文１部)、最終学

習年までの前歴証明書(１年から８年まで、原文 1 部、写し１部)、原本証
明がついた身分証明書、または出生証明書の写し等の第２回検査。 

 
8日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
29から 31日： 教育関係者による教育経営計画の教授法監督官への提出。 
17から 31日： 評価制度の調整を行っている県(コルディリェラ、グアイラ、首都、アル

ト・パラナ、プレシデンテ・アジェス及びセントラル県)の EEBの１学年
から９学年の第２期末評価の実施、報告書提出。 

 評価制度の調整を行っていない生徒の第３サイクルの第２期末評価を実

施。 
29から 31日： 教員、技術者及び事務員の自己評価及び評価 
 
9月 
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６日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
５から９日： 評価制度の調整を行った基礎教育学校の第１期の学習進捗に関する報告

書を父兄に提出。 
 評価制度の調整を行っていない第３サイクル校の第１期の学習進捗に関

する報告書を父兄に提出。 
 
10月 
６日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
10から 21日： 事務監督官事務所において通常試験採点表の記録開始。 
17から 28日： 教育関係者による教育運営計画の評価 
17から 31日： 教育施設に対する統計表の配布 
 
11月 
１から 30日： 監督官、校長、秘書及び教員に対する採点様式記入法に関する研修の実施。 
７日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
15から 30日： 評価制度の調整を行っていない EEB の１年から６年の第二累計期末試験

及び７から９学年の第３累計期末試験の実施と当該報告書の準備。 
  評価制度の調整を行っている県(コルディリェラ、グアイラ、首都、アル

ト・パラナ、プレシデンテ・アジェス及びセントラル県)の EEBの１学年
から９学年の第３累計期末評価の実施、報告書の準備。 

 最終累計期末試験実施のため、授業の中止 
 第１サイクル：11 月 21 日から、第２サイクル：11 月 17 日から、第３サ

イクル：11月 15日から、 
21日： 事務監督官事務所の人事表を提出(原文１部、写し３部) 
25から 30日： 就学前の父兄に対する、発表会、工作物の引渡し及び報告書の提出（保育

園、幼稚園） 
30日： 授業の完了 
 
12月 
１から２日： 評価制度の調整を行っている及び行っていない学校の第１、２及び３サイ

クルの通常期末結果の発表。 
５から 12日： 追試のための準備期間 
５日： 就学前及び基礎教育の校長、事務員、教員及び技術者の欠勤、遅刻報告書

を事務監督官事務所に提出。 
９日： 県統計ユニット(UDE)に送付するため、統計表（２部）を事務監督官事務

所に提出。 
13日以降： 追試期間 
16日： 教育施設の技術及び運営活動の完了(学校が全ての資料を提出した場合)。 
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別添資料 2-2 
 
 

基礎教育 第 1サイクル（1～3年生）週間標準授業時間数 

科目（領域） 授業時間数（コマ数） 時間（分） 割合（％）

コミュニケーション（国語） 11 420 35 
算数 8 295 25 
社会生活と仕事 4 140 15 
環境と保健 4 140 15 
コミュニティ活動 4 105 15 
休憩 3 100 10 

合 計 30 1,200 100 
出所：教育文化省就学前・基礎教育総局資料（質問票回答） 
注：各授業時間を加算したものと合計が一致しないが、オリジナルどおり掲載してある。 
 
 

 

基礎教育 第 2サイクル（4～6年生）週間標準授業時間数 

科目（領域） 授業時間数（コマ数） 時間（分） 割合（％）

コミュニケーション（国語） 
 - スペイン語 4 160 13.3 
 - ガラニー語 4 160 13.3 
 - 芸術 3 120 10 
人文科学 
 - 算数 4 160 13.3 
 - 社会 3 120 10 
 - 仕事と技術 2 80 6.7 
 - 理科 2.5 100 10 
 - 保健 2 80 6.7 
社会開発 
- コミュニティ教育
プロジェクト 

3 120 10 

 - 生活指導と復習 2.5 100 6.7 

合 計 30 1,200 100 
出所：教育文化省就学前・基礎教育総局資料（質問票回答） 
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基礎教育 第 3サイクル（7～9年生）週間標準授業時間数 

科目（領域） 授業時間数（コマ数） 時間（分） 割合（％）

コミュニケーション（国語） 
 - スペイン語 5 200 12.5 
 - ガラニー語 5 200 12.5 
 - 芸術 4 160 10 
人文科学 
 - 数学 5 200 12.5 
 - 地理 3 120 7.5 
 - 倫理と公民 2 80 5 
 - 仕事と技術 3.5 140 8.75 
 - 自然科学 3 120 7.5 

- 保健 2 80 5 
- 体育 2 80 5 
地域開発 
- コミュニティ教育
プロジェクト 

3 120 7.5 

休憩 6.25 100 2.5 

合 計 40 1,600 100 
出所：教育文化省就学前・基礎教育総局資料（質問票回答） 
注：各授業時間を加算したものと合計が一致しないが、オリジナルどおり掲載してある。 
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教育文化省 教育監督総局 組織図（総勢21人）

県教育監督調整事務所

広報部（4）

教育管理部（5）

組織間調整部（2）

企画部（1）

教育監督総局長（1）

教育研究部（2）

秘書室（6）

各県教育審議会

行政管理支援
監督事務所

教授支援
監督事務所

出所：教育監督総局資料
注：カッコ（）内は正規職員数。  
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別添資料 2-8 

 

各県の行政組織人員 

CDS 統計ユニット SACTA SATP 番

号 
県名 

Coordinator 職員 ﾕﾆｯﾄ長 職員 監督官 職員 監督官 職員 
合計 

1 Asunción 1 31 1 7 6 84 17 101 248 

2 Concepción 1 9 1 4 3 19 8 29 74 

3 San Pedro 1 11 2 11 13 78 23 85 224 

4 Cordillera 1 21 1 4 3 30 6 41 107 

5 Guairá 1 12 1 4 2 18 12 52 102 

6 Caaguazú 1 17 2 11 8 65 15 97 216 

7 Caazapá 1 8 1 6 4 19 10 57 106 

8 Itapuá 1 6 2 8 8 33 10 33 101 

9 Misiones 1 15 1 5 4 24 6 21 77 

10 Paraguari 1 7 1 4 4 32 9 50 108 

11 Alto Paraná 1 38 1 7 12 67 18 77 221 

12 Central 1 13 1 6 10 123 33 204 391 

13 Ñeembucú 1 11 2 4 2 8 8 7 43 

14 Amambay 1 9 1 2 3 14 6 10 46 

15 Canindeyú 1 1 2 4 5 13 7 21 54 

16 Pdte. Hayes 1 5 1 2 2 6 3 10 30 

17 Boquerón 1 6 1 3 1 3 7 10 32 

18 Alto Paraguay 1 2 - - 1 2 5 - 11 

19 Educ. Indígena 

（原住民教育） 
- - - - 3 8 - - 11 

合計 18 222 22 92 94 646 203 905 2202 

出所：教育文化省教育監督総局資料（質問票回答）をもとに作成。 
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別添資料 2-9 

 

対象候補 3県の基礎教育学校数 

 
セントラル県 
地域番号 ゾーン番号 自治体数 中央校 周辺校 合計 

A 4 12 16 
B 3 17 20 
C 1 20 21 1 

D 3 25 28 
（小計） 4 

1 
(Fdo. De la Mora)

11 74 85 
A 2 20 22 
B 3 26 29 
C 3 30 33 
D 2 16 18 

2 

E 2 16 18 
（小計） 5 

1 
(San Lorenzo) 

12 108 120 
A 4 25 29 3 B 4 28 32 

（小計） 2 

1 
(Limpio) 8 53 61 

A 4 36 40 
B 2 21 23 
C 3 19 22 
D 5 37 42 

4 

E 4 32 36 
（小計） 5 

2 
(Luque y Areguá) 

18 145 163 
A 5 39 44 
B 5 38 43 5 
C 5 24 29 

（小計） 3 

5 
(Itá, J. A. Saldivar, 
Villeta, Nva. Italia 

y Guarambaré) 15 101 116 
A 4 31 35 
B 4 29 33 6 
C 4 37 41 

（小計） 3 

3 
(Ñemby, Yapané 
y San Antonio) 12 97 109 

A 2 23 25 
B 3 48 51 
C 2 27 29 7 

D 3 30 33 
（小計） 4 

1 
(Lambaré) 

10 128 138 
A 4 22 26 
B 3 38 41 
C 7 54 61 
D 5 19 24 
E 5 26 31 

8 

F 3 15 18 
（小計） 6 

3 
(Capitá, Itauguá 

e Ypacaraí) 

27 174 201 
9 A 4 29 33 

（小計） 1 
1 

(M. R. Alonso) 4 29 33 
10 － － － － 

（小計） － 
1 

(Villa Elisa) － － － 
合計 33 19 117 909 1,026 

出所：セントラル県教育監督調整事務所資料 
注：第 10地域に関しては、現在第 7地域と地域区分の見直し中のため学校数は空欄になっている。 
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コルディジェラ県 

地域番号 ゾーン番号 自治体数 中央校 周辺校 合計 
1 3 10 48 58 

1 
2 4 5 29 34 
4 3 9 53 62 

2 
6 3 6 28 34 
3 3 9 59 68 

3 
5 4 11 41 52 

合計 6 20 50 258 308 
出所：コルディジェラ県教育監督調整事務所資料 
 

 

グアイラ県 

地域番号 ゾーン番号 自治体数 中央校 周辺校 合計 
1 1 4 22 26 
2 1 4 31 35 
5 2 2 14 16 
6 1 3 20 23 
7 2 5 26 31 

1 

12 1 2 10 12 
3 1 5 35 40 
4 1 6 41 47 
8 2 3 18 21 
9 2 3 18 21 

10 3 2 20 22 

2 

11 1 2 10 12 

合計 12 17 41 265 306 
出所：グアイラ県教育監督調整事務所資料 
注：自治体数の合計は計算上 18であるが、ここではオリジナル資料の数値のまま掲載した。 
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別添資料 2-10 

2005 年活動計画：違いを刻もう 

 

教育文化省 県監督調整事務所 教授支援監督事務所 

セントラル県、Region２、ゾーン“E” 

 
責任者 
教授技術監督官 

Prof. Teresa Norma Villamayor Iglesia 
技術班 

Prof. Elisa Rosas de Flor 
Prof. Cristina E. Pintos de Argüello 
Prof. Gloría Coronel de Bogado 
Prof. Blás Acosta 

秘書 
Sra. Genoveva de Escurro 

 
理由 
指導及び学習プロセス（Proceso de Enseñanza y Aprendizaje: PEA）の品質を改善し、ゾーン
「E」に属する学校の形成管理組織の改善が急務であること、また、技術的な指導や支援が
機能であることから、本教授監督事務所は、「戦略計画」の策定を目指している。いわゆる

年間活動計画は、この過程に関連する全ての担い手の参加および確約を可能とするもので

ある。 

この監督事務所の義務は 

教授的な成果 学校の経営 学校の組織化 良き教授法の

探索と普及 
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目的 活動 受益者 
A. 問題の把握、限定要因、教育
改革戦略等に基づいた意思決定
が可能になる様、グループ作業
の環境を作り、所管する学校を
強化する 
 

A. 教育機関におけるEGE形
成のための講習会およびワ
ークショップの実施 

就学前、基礎教育、高校、
技術、継続、専門教育校の
校長 
 

B. 教授技術の改善に向け学校
に対する対応を増加する 

B.1 校長の学習サークルを
促し、教員の学習サークルの
形成を促す。 
B.2 就学前教育改善事業に
関する勉強会を実施。 
B.3 教育経営計画及び都市
部学校のモニタリングと強
化 
B.4生涯教育のファシリテー
ターの研修会 

 

C. 教育改善に向けた PEI 及び
PEA、コミュニティー計画等の
作成、実施及び評価のための指
導及び技術支援 

C. PEI及び PEAに対する認
識の共通化を図るため、講習
会及びワークショップを開
催。 

 

D. 評価制度の導入に関する指
導を行い、他の制度との整合性
を図る 

D. 就学前・基礎教育及び高
校教育の評価制度の調整に
関する報告会 

 

E. 学校で導入されているカリ
キュラムの成果を指導、評価、
分析及び過程の理解を図る。 

E. 評価ツール及びアイテム
の作成研修会 

 

F. 父兄を対象としたワークシ
ョップを開催し、社会の教師に
対する見直しを図る 

F. 保護者会に参加する父兄
に対する講習会の実施 

 

G. 栄養、予防接種、寄生虫予防、
フッ素化、性教育、職業指導に
関する校長、教員、父兄及び生
徒の研修を強化するための活動
を調整する。 

G.1 第一サイクル及び就学
前教育に対する寄生虫予防
及び予防接種に関する報告
会。 
G.2 第 3サイクルの中毒、性
教育に関する講習会 

 

H 読書を促進する活動の推進 H. 「学校：読書の会」プロ
ジェクトを開始 
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工程表 

活動／月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

A 学校運営委員会形成のための講習会
及びワークショップ 

  x   x   x   

B1 校長の学習サークル  x x x x x x x x x  
B2 就学前教育課程に関する研修 x x x x x x x x x x  
B3 教育改善計画及び都市部学校改善
計画のモニタリング及び強化 

  x   x   x   

B4 生涯教育のファシリテーターの研
修 

 x x         

C. PEI 及び PEA の作成に関するワー
クショップ 

  x      x   

D. 就学前・基礎教育及び中等教育の評
価調整に関する研修 

  x     x    

E 評価ツール及びアイテムの研修ワー
クショップ 

  x    x  X   

F. 保護者会に加盟する父兄に対する講
習会 

  x x        

G1 寄生虫予防及び栄養摂取に関する
講習会 

  x x        

G2 中毒、性教育に関する講習会       x x    
H 「学校：読書の会」プロジェクトを
発表 

 x       x   

  
資源 

材料 人材 財源 
半紙 
マーカー 
紙 
コピー 
OHPシート 
OHPプロジェクター 
その他 

保健専門員 
教授専門員 
秘書 
ファシリテーター 
教育文化省の技術者 
その他 

コピー代金 50,000Gs
マーカー 20,000Gs
紙 20,000Gs
半紙 20000Gs
OHPシート 100,000Gs
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別添資料 2-11 

 
決裁第   号 
 

基礎教育における生徒の進級に関する規定 
 

2005年 1月 日 アスンシオン市 
 
コルディジェラ県、グアイラ県及びアスンシオン首都圏の学校基礎教育に関する事務及び

技術的基準を今年度試験的に定める決裁第 561/04号を鑑み 
また 

評価は指導と習得の総合に見たものであり、習得の進捗に関する情報を適時、妥当に提供

し、意思決定を行うものであること、 
教育の品質の恒常的な改善と教育の成果に関する指導責任を促進するためには、各教育機

関が習得の評価を独自で行える体制が不可欠であること、 
インパクト評価で、改革を実施した教員、技術者及び校長等が行った評価に関する提言が

妥当で、教育改革の教授的な仮定に合致していること、 
教育開発総局と就学前及び基礎教育総局の技術者が共同で行った技術的な分析によると、

DGEIyEBの決裁第 561/04号の改定と他の県への普及が必要である事を考慮して 
 

就学前及び基礎教育総局長としての権限を行使し、以下の通り決裁する 
 
第１条： 本決裁の付属書１に基づき、基礎教育制度の生徒の進級に関する基準及び手順

を承認する。 
第２条： 本決裁の施行については、試験的に１年間、コルディジェラ、グアイラ、パラ

グアリ、プレシデンテアジェス、アルトパラナ、セントラル県とアスンシオン

市において適用するものとする。 
第３条： 基礎教育の改革の枠組みで文部省が公表した Fasciculo６、14及び 16で定める

学習評価手順と技法については有効であるものとする。 
第４条： 本規定の導入によって発生する特別なケースについては、学級担当教師、校長、

存在する場合は評価担当が合意形成により解決することを提言するものとする。 
第５条： 通達し、保管せよ。 
 
 

ラウル・アギレラ・メンデス 
総局長 
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付属書１ 
I. 学習評価期間 
累計的な評価については、通常、補完及び追試期間に分けて行うものとする。 
 
1. 通常期間-進級の第１段階 
２月から５月の１学期、６月から８月の２学期、９月から 11月の３学期の３つの学期に分
けて実施する。いかなる場合においても学期単位で完了としてはならない。１学期で達成

できなかった目的は、次の学期でより強調して実施するものとする。各学期において、教

員は点数による採点と達成された能力及び教授的により対応が必要な部分について文書で

評価を行うものとする。 
 
第１サイクルの第１学年では、生徒の評価結果1は、学年に該当する技能の開発で達成され

た進歩を描写する報告書によって通達し、分析及び課程の評価に基づき学校当局が累計的

なもの、又は指導的要素として判断できるものとする。 
 

通常期間の最終採点法に関する手順 
 
総合的な手順 
学術的な各分野の採点は、特別な手順を除き、各学期得られた採点の平均によって算出す

る。 
２点の採点は、絶対数として２を得た場合のみとし、これ以外は１点とする。 
 
特別手順 
a) 進展によるもの：各学期で１つの採点又はそれ以上の採点で段階的な向上がみられ、ど
の段階でも留年していない場合、通常期間おいて生徒の技能進歩度合いを反映するのは最

終の採点であることを考慮して最終学期の採点を最終採点とする。 
 
b) 突発的な減少：２学期又は３学期で２つまたはそれ以上の採点に減少が見られる場合、
教師は過程の検討を行い、復習活動2を行うものとする。その後、生徒が開発した技能が明

確に評価できるよう、様々な手順や技法を管理し、これらに基づき採点し、尚且つ減少し

ている場合についてはこれを採点とする。 
 
                                                  
1 この資料の読解を容易なものとするため、男子生徒女子生徒の総称を生徒とし、性的な区別は
行わない。 
2 復習活動とは学習の復習に関して教員が実施する活動である。これらは、対象となった技能に
向上がみられない場合直ちに実施するものとする。復習活動に参加する生徒を考慮して、個人又
はグループ活動とする。検討後に最低でも１週間行うものとする。 
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３学期で、(前段落で述べた活動を実施しても尚)この状況が再発した場合は３つの学期の平
均により最終採点を算出するものとする。 
 
備考：復習活動は２学期以降実施するものとする。 
 
c) 最後の２学期で続けて不合格を記録した場合：最終採点となる(1点) 
 
2. 補完期間-進級第２段階 
この期間は、通常期間で学術的部門の全部門で不合格となった生徒の評価を行うための期

間である。 
評価については元の学校で行うものとするが、生徒が遠くの教育行政区に転校した場合に

ついては、現在生徒登録している学校で評価を行うものとする。この場合、達成された成

果については、所管する教育行政区の運営支援及び管理監督官事務所に通達すると共に、

生徒が元々居た地域の同等監督事務所にも連絡するものとする。 
 
3. 追試期間-進級第３段階 
この期間は、生徒が前学年の合格していない学術的分野の適正化を行うための期間である。

この期間で権利がある生徒は、補完期間で学術部門の 60％まで合格した者(第１サイクルで
は２つの学術部門、第２サイクルでは４つの学術部門、第３サイクルでは５つの学術部門)
である。この評価は生徒が現在登録している施設で行うものとする。 
 
第１サイクル(１、２、３年) 
次の学年に進級できる生徒は、３年生を除き、不合格の学術的部門が２つ以下である場合

とする。前学年で合格できなかった分野は、サイクルの完了までに合格することを条件と

して特別条件下の生徒として進級を認めるものとする。 
前学年で合格できなかった分野の適正化には、現在就学している学年で得られた採点をそ

の分野に適用して行うものとする。 
 
第２、３サイクル 
補完期間で不合格となった第２及び３サイクルの生徒は、最後の通常進級期間が適正化の

期間となる。この期間に達する権利がある生徒は、学術部門の 60％以下を合格できなかっ
た生徒とする(第２サイクルでは４部門、第３サイクルで５部門)。 
 
II. 進級のための基準 
 
第１サイクル 
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次の学年に進級できる生徒は次の条件を満たした生徒とする。 
a. 通常期間及び補完期間で学術的部門の技能の達成が最低でも絶対数で２点の採点を達
成した者。 

b. １学年及び２学年の場合は、不合格が２つの学術部門(履修科目の 60％)以下であった場
合。 

c. ３学年の学術部門を全て合格した場合。第１サイクル(３年生)から第２サイクル(４年
生)への進級は、生徒がこの条件を満たした場合のみとする。 

 
第２及び３サイクル 
これらのサイクルにおける生徒の次学年への進級は、通常、補完及び追試期間で最低でも

最終採点で絶対値２を得た場合とする。 
第２サイクル以降は、定められた期間で全ての学術部門を合格できなかった生徒は次学年

への授業は条件付として受けることは出来ない。 
 
III. 留年 
第１サイクル 
第１サイクルの生徒は以下の場合留年とする。 
a. 補完期間で学術部位門の 60%以上が合格できなかった場合。 
b. 第１サイクルの全ての学術部門が合格できず、３年生の学術部門を１つ又は２つ合格で
きなかった場合。 

c. 第１サイクルでの留年は全ての学術部門となる。 
 
第２及び３サイクル 
第２及び３サイクルの生徒は以下の場合留年とする。 
a. 補完期間で学術部門の 60%以上が合格できなかった場合。 
b. 第２サイクルでの留年は全ての学術部門となる。 
c. 第３サイクルでの留年は不合格の学術部門のみとなる。 
 
IV. 出席 
a. 出席は指導的要素であり、進級及び受験の許可には影響しないものとする。しかし、「責
任感」の要素を評価するための指標とすることができる。 

b. 学校への毎日の登校は父兄、校長及び教員が管理すべきものである。 
c. 生徒は学校が提案する全ての教育、履修課程、及び課外授業に参加する義務がある。 
d. 第１サイクル及び第２サイクルの出席は日計算とする。 
e. 第３サイクルの出席は授業単位で計算するものとする。 
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V. 学術部門の評価に特別考慮すべき点 
 
a. 第１サイクル 
コムニケーション(国語)の分野の場合、「アイデアや感情を表現するために色々な手法を用
いる」の要素、及び第二言語(二言語教育制度によってはスペイン語又はガラニー語となる)
の達成指標は、指導に関する要素であり、進級には影響しないのとする。母言語(二言語教
育制度によってはスペイン語又はガラニー語となる)においては、「読む」の要素(朗読及び
読解)及び「書く」(表現及びつづり)は基本的技能とする。 
母言語の場合、全ての目標は基本的技能であり、合格の判定には 70％の達成度が必要であ
るものとする。 
 
b. 第２サイクル 
コムニケーションの分野(ガラニー語及びスペイン語)の場合、全ての目的は基本的技能であ
り、分野の合格のための要求水準は 70%とする。 
芸術教育部門については、養成的な要素で進級には影響しないものとする。 
 
c. 第３サイクル 
スペイン語言語及び文学、ガラニー語言語及び文学分野における、口答表現、文書表現、

朗読及び文学の要素は、基本的な技能であるため、合格のための要求水準はそれぞれ 70%
の目標達成とする。 
 
VI. 評価結果の通達手順 
学術部門の評価結果は以下を通じて通達するものとする。 
a. 採点は１から５点とする。 
b. 通常期間の各学期又は補完期間で生徒が達成した知的能力、才能及び技能について描写
する報告書。また、能力を引き出すために教授が必要な部分について記載する。この種

の通達は基礎教育の第１及び２サイクルでは必須とし、第３サイクルでは学校に必要な

資源がある場合のみ適用するものとする。 
 
社会・感情的部門の評価結果は以下を通じて通達するものとする。 
a. 不十分(I)、妥当(A)、良い(B)、大変良い(MB)、最適(E)等の概念的な評価を用いる。 
b. 通常期間で生徒が習得した機能を描写する報告書。また、開発のために教師及び父兄が
より注意すべき事項も記載する。の種の通達は基礎教育の第１及び２サイクルでは必須

とし、第３サイクルでは学校に必要な資源がある場合のみ適用するものとする。 
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別添資料 2-12 

 

教員養成校（IFD）の所在地 

県 公立 私立 合計 

Central 2 22 24 

Cordillera 3 5 8 

Guairá 4 3 7 

Asunción 2 15 17 

Concepción 2 1 3 

San Pedro  5 2 7 

Caaguazú 3 5 8 

Caazapá 3 0 3 

Itapúa 5 2 7 

Misiones 3 0 3 

Paraguari 2 5 7 

Alto Paraná 1 9 10 

Ñeembucú 2 1 3 

Amambay 1 1 2 

Canindeyú 1 0 1 

Pdte. Hayes 1 0 1 

Boquerón 1 1 2 

合 計 41 72 113 
出所：教育文化省高等教育総局教員養成・研修局資料（質問票回答） 
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別添資料 2-13 

 
教員養成・研修局 

現職教員研修 2005年 
戦略活動 

 
A) 2005年からは、教育改革の推進を図るために中等(高校教育)の教員を制度的に研修させ
る教員継続研修の設定が図られている。 

このために以下の戦略が定められている。 
1. 中等レベルの教員に対する年間継続研修の設計。 
2. 県の監督調整員、監督官、技術間、中等レベルの教員、公的又は民間の教員養成校の教
員等の教育関係者によって構成される県の教授法検討会の形成。 

3. 中央の技術者による継続的な研修を行い教授法検討会の強化を図る。 
4. 中央レベルから、これらの検討会を指導、モニタリングする。 
5. 検討会を通じ、全国の全ての都道府県の中学校の教員及び校長の研修を毎月実施する。 
6. 県の教授法検討会を形成するために、教員養成校の教員に 2000時間の勤務を任命する。 
 
B) 現職教員研修制度における教員養成校及び地方教育センターの使命を強化する 
 
現行の教員の養成と現職教員の研修については、構想と教員養成校における実施も見直し、

包括的なものにする必要がある。 
 
現在では、教員養成とは継続的なもので、養成を現職教員研修によって確立するものとさ

れている。このことから、継続教育を見直し、社会、経済及び技術、そしてあららしい市

民を育てるための、効率的で革新的な教員を養成するための唯一の戦略とされている。 
 
教員養成校は、広い、グローバルな視野をもった教員が養成され、専門的に確立される研

究所及び教授的な空間でなくてはならない。これを達成するためには、組織を再編成し、

教員養成校の運営管理体制も改革しなければならない。 
 
教員の養成と現職教員(就学前、基礎教育１，２，３サイクル、中等及び教員養成)の研修を
実施するため文部省は高等教育総局所管の教員養成局を通じて、2000年より教員養成校の
強化を図っており、現職教員研修に関するコースを実施する能力を身につけている。 
 
この一環で 18 の公的な教員養成施設(教員養成校及び地域中央校)では、文部省が承認した
独習モジュールによる通信教育の研修コースを実施している。 
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現在まで、様々なレベルの 1150名の教員が様々な教員養成校で研修を受けている。 
 
既に実施された研修は 
• 評価 
• 倫理及び道徳的価値観のある教育 
• 読解 
• 新しい観点の指導技法 
各モジュールは９ヶ月間である。 
 
同じ形態(通信教育)を用いて、教員養成校と地域中央校が当該県の実情に合わせ開発した独
学モジュールを実施する予定である。予定されているコースは以下の通りである。 
• コミュニケーション的な観点(基礎教育) 
• 基礎教育の第２サイクルにおける幾何学の教育。 
• 建設的な学習に向けて(基礎教育及び中等教育) 
• 理論的な知識の開発(基礎教育３サイクル、中等教育) 
• 自然科学(中等) 
• 問題解決を容易にしよう(基礎教育) 
• 読解の教授法とその内容 
 
また、就学前、基礎教育及び中等レベルの教員を対象とした、座学を中心としたコースの

準備も進めている。 
 
中等教育を主体とした教育改革プロジェクトで、教員養成局がコーディネートするサブコ

ンポーネント「人材の評価」では次の活動を予定している。 
• 学校経営、授業経営、学習過程及びカリキュラムの設計等におけるインストラクター

の養成コース。 
• 中等レベルの公的な学校の教員 7,064名の研修。 
• 中等レベルで教えている就学前及び基礎教育教員 744 名を対象とした教授法研修コー

ス。 
• 大卒で教壇(中等)に立っていて、指導技法の知識が無い専門家 2,996名に対し、教員許

可取得コース。 
• 教授法の知識が無い、中等教育の教員 1365名を対象としてコース。 
 
これらのコースは教員養成校及び地域中央校を選択して実施する。 
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この一環で、「教育リーダシップ」と呼ばれる活動があり、国内の教育改革の模範となる 100
名のリーダの育成を目指している。このために、現在国内の大学及び外国の大学でマスタ

ーコースを展開している。・ 
 
また、現職の公的機関の教員を対象とした大卒者コースが予定されている。 
 
C) 就学前教育 
文部省は、就学前教育における教育改革として、教員養成校及び大学との協定により、就

学前教育の現職教員の研修、スキル・アップ、教授法の指導、専門コースを展開する予定

である。 
 
D) 文部省はラテン・アメリカ通信教育院(ILCE-メキシコ)と協定を結び、バーチャル教育
のホームページを設けており、これを通じて全国の教員が定められた要件に基づきバーチ

ャル事業を受けることが可能となる。 
 
これら全ての活動は、教育の品質改善を目的とした教員の資質改善を目指すものである。 
 
これらの活動は「教育改革、皆で挑もう」パラグアイ戦略計画の一環である。 
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別添資料 2-14 
 

現職教員研修コースまたは学術的行事の公式認可のための規定 
 
1. 教育文化省は、高等教育総局及び教員養成局を通じて、現職教員研修に関連して実施さ
れる現職教員を対象とした専門コース、有資格化コース、スキルコース、研修及び恒常

的なリフレッシュコースの実施を教育文化省が定める事業や認可した事業に基づき監

督する。 
2. 現職教員研修事業の認可及び許可を付与するに当たり、教育文化省は本規定を制定し、
研修事業を実施する組織でこれの履行を求めるものである。 

3. 現職教員研修を実施するに当たり、本規定で定める基準に基づき、座学及び通信教育制
度を通じて実施することが可能である。 

4. 原稿の法令に基づき、現職教員研修に関連するコース及び学術的行事は、認可された機
関で実施する。 

5. 本規定で予見されていない提案については、教員養成局の判断で認可できるものとする。 
 

第１章 施設と財源について 
 
6. 機関は、現職教員研修に関連するコース又は学術的行事を実施するにあたり基本的な整
備を有さなければならない。 
施設： 
• 校長室又は事務室 
• 空間、照明及び換気等の基準を満たした教室 
• 参加者数に適した什器備品と物理的な空間 
• 学習資源センター(CRA) 
• コンピューター室 
• インターネット施設及びアクセス 
• 男女別のトイレ 
人材 
• 学術的知見を備えた校長 
• 経営担当 
• 秘書 
• 多分野専門家又は技術チーム 
• 指導支援チーム 
• 評価担当 
教材 
教材は、学習プロセスを確保するための技術及び学術的基準に対応したものでなけれ

ばならない。 
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基本的な教材：黒板、ホワイトボード、プロジェクター、テレビ、ビデオ、音響装置。

電話とファックスは通信手段として不可欠なものとされる。 
必要な教材：通信教育モジュールによる自己啓発には、カセットテープ、ビデオテー

プ、ラジオ番組、テレビ番組、情報機器（電子メール、インターネット、WEBページ） 
 

第２章 認可申請について 
 
7. 現職教員研修コースの認可要請書は、事前に資料を教育文化省の当該部署に記録し、教
員養成局に提出しなければならない。 

8. コース及び学術的行事許可及び認可要請書は、現職教員研修事業又は提案書を付属し、
最低でもコース又はイベント実施より 30 日以内に、本規定で定める基準を満たし提出
しなければならない。教育文化省は、これに対する回答を通信教育の場合を除き 15 業
務日以内に提出する。教育通信の場合は 20業務日とする。 

9. コースの許可及び認可決裁は、教員養成局の決裁によって行うが、事前に提案の技術報
告書を要するものとする。￥最終的な認可は以下の条件の履行によって決定される。 
• 登録者名簿の送付。 
• コース又はインストラクター当たりの最低及び限度人数の履行。 
• 実施中における、教育文化省の技術者のコースに対する正の評価。 
• 評価表の提出 
• 基準が定める最低の出席表の提出。 

10. 公的及び施設の機関において、監督及びモニタリングは教育文化省の技術者が行うもの
とする。 

11. 施設の教員養成校の場合については、教育文化省が現職教員研修コースの許可及び認可
当たる基本料金を定めるものとする。 

 
第３章 コースの条件について 

 
12. コース又は学術的イベントで展開されなければならない内容、知識及び技能は以下の通
りである。 
• 社会・コムニィティーの効果的な参加を保障するために、教育の様々な実情を把握

する能力 
• 内容は妥当なもの、有意義で、各地域、学校、ゾーン及び県のニーズ、実情、期待

に合致し、教育改革理念と全ての水準のカリキュラムと調和されていなければなら

ない。 
• それぞれの社会、歴史及び文化的な環境における総合的な市民教育に必要な、教育

に対する熱意。 
• 専門性の開発のため、現職教員研修に対する姿勢の教育。 

13. 現職教員研修に関連するコース及び学術的なイベントは全体目標として以下を定めな
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ければならない。 
• 教授法の刷新的な管理により、現職の教職者の効率性及び教員の資質を改善する。 
• 教員の能力開発及び反省に対する姿勢を開発し、授業の管理能力を改善する。 
• 常に完璧を目指し、教員全体の参加を促す手法の開発を促進する。 
• 現職教員研修を段階的に様々な水準及び形態で導入する。 
 

14. 現職教員研修コース、ワークショップ及びその他のイベントの特定的な目的については、
各専門分野に必要な最低限の知識を考慮し、その時その場で必要とされるものに適した

ものでなくてはならない。同様に、コースの全体的な目的に合致したものでなくてはな

らない。 
15. コースやイベントの組織にあたっては、妥当な時間、サービス及び資源を用いて行い、
円滑な実施を保証する様に勤める。 

16. コースの管理手法については、定められた目標の達成に向けるものとする。信頼関係、
円滑な連絡、適時な意志決定が行える環境とする。 

17. コースの範囲については、期待される範囲、普及計画等を含み、各ゾーン及び教育区の
ニーズや優先課題に対応できる体制にするものとする。 

18. 現職教員研修の技法については、以下の中から具体的に示すものとする。 
 

• コース 
• ワークショップコース 
• セミナー 
• ワークショップセミナー 
• 大会サイクル 

• 大会 
• ワークショップ 
• フォーラム 
• その他、妥当と思われる形態 

 
第４章 座学方式について 

 
19. 座学方式による現職教員研修の提案は以下の情報を有していなければならない。 

a) 技術的仕様：コースまたは学術的行事の名称、責任者、イストラクターのリストと履
歴、受益者の要件、実施場所、日時、コース又は学術的行事の時間(時計時間)を明記
しなければならない。 

b) 理由：提案実施の基準及び理由を明記し、優先的なニーズの説明とそのコースがその
ニーズにどう対応するのかを説明する。 

c) コースの提案： 
• 総合目的：コース又は学術的行事が貢献する目標を明記する。 
• 特定目的：提案終了時に達成が期待される目標を記載する。 
• 内容：提案の中心課題、教育改革との関連、国の様々レベルのカリキュラムと

の関連について記載し、基礎及び文化と言語の多様性に集中する。 
専門及び有資格化については、カリキュラムも提出する。 

128



• 財源：物理的な資源と人材について記載する。 
• 評価：学術的な成果、コース又は学術的行事の資質的な評価(内容評価、インス

トラクター評価及び資源評価)とコースや学術的行事の実施により得られた教訓
を明記する。150時間以上のコース又は学術的行事については、教授法プロジェ
クトと反省報告書の提出が必須となる。その他の場合は、企画書の策定とその

実施に対する反省点で可能とする。最終テストを最終的な学術的な成果とする

ことができる。コース登録時に教職についていない参加者については、活動及

び評価を適合するものとする。 
• 行程：提案は、活動と日程、及び必要資材の計画を含んでいなければならない。

内容別に、日時を明記し、レポート、実習及び評価(学術的な成果とプロセスの
品質)の時期を明記する。 

• 手法：コース又は学術的行事で定めた目標達成のための戦略について記載する。 
• 広報：広報場所(学校、養成センター等)及び広報手段等を明記したコースの広報

計画を記す。 
 

d) 付属書類 
• インストラクターの履歴：最新の情報を記載し、各専門に関する研修の裏づけ

となる証書を添付する。 
• 教材 
• 評価ツール 

20. 提出されたプロジェクトの一部又は複数の変化を行う場合、最低でもコース又は学術的
行事実施の 48時間前に教員養成局に報告しなければならない。 

21. 教育文化省は、高等教育総局と教員養成局を通じて、全ての要件を満たす計画を決裁で
認可し、コース及び学術的行事の認可を、教育文化省の技術者が行うモニタリング評価

に基づき、決裁で行う権利を保持する。 
22. 現職教員研修においては、インストラクターが指導、ガイド、参加者の学習のファシリ
テーターとして重要な役割を果たす。主な機能は以下の通りとする。 

• 会合と活動の計画。 
• 学習の指導と個人及び団体活動の指導。 
• 参加者の学習プロセスの支援。 
• 内容、参加者及びインストラクターとの関連を深める。 
• 参加者の学習を評価する。 
• コースの達成と成果を報告する。 
座学については、コース又は学術的行事の時間外にインストラクターによる指導を

最低でも週に１時間設けなければならない。いかなる場合も、座学は参加者の教員

としての任務を阻害してはならない。 
23. 座学による現職教員研修については、時計による時間計算とし、１日 10 時間の限度と
する。 
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24. コース又は学術的行事の時間は、関連する課題の範囲や発展度合いに連携したものでな
くてはならない。 

25. コース及び学術的行事は、以下に示す最低及び最高の限度を定めるものとする。 

時間 
番号 イベント 

最低 最高 
１ コース 40 300 
２ ワークショップコース 40 300 
３ セミナー 20 50 
４ ワークショップセミナー 30 50 
５ フォーラム 20 30 
６ シンポジウム 20 50 
７ 学会サイクル 20 50 
８ 学会 30 50 
９ 専門コース 2240  
10 有資格化コース 1300  

 
26. 評価プロセス、プロセスと成果の評価を考慮し、明確に定めるものとする。評価プロセ
スを明記する。コース又は学術的行事合格のための学術成果については 70％を下回ら
ないものとする。最終的な証書の付与の条件については、会合又は座学への参加が最低

でも 80%とする。 
27. 法律第 1725/01 号「教員規定」の細則を定める省令第 468 号の第７条に従い、教育文
化省は、現職教員研修の戦略の一環として「学習サークル」制度を定め、この実施及び

時間については次の条件を考慮するものとする。 
• 各ゾーンの学習サークル計画を定める。 
• この計画には：目的、中心課題、責任者、会議日程を含める。 
• 各ゾーンの学習サークルの日程を提出しなければならない。 
• 県の監督事務所の技術者は、学習サークルの実施及び機能をモニタリングし、

学習サークル報告書に記入しなければならない。この報告書には、参加者とそ

の署名、内容、会合時間、責任者について記載する。 
• 11月及び 12月の学習サークルについては、概略的に、課題、参加した教員、時

間数について記載する。 
• 最終報告書を県の調整官事務所に提出し、最終的な評価を仰ぐものとする(100

時間) 
 

第５章 通信教育方式について 
 

28. 前項に含まれていない他の活動及びイベントについては教員養成局の技術班の判断で
決定するものとする。 
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29. 通信教育方式による現職教員研修については次の情報を含めるものとする。 
• 技術的仕様：コース又は学術的行事の名称、責任者、インストラクターの氏名

と要件、コースの日時、時間、時間数を座学部門、通信教育部門に分けて記載

する。 
• 理由：この提案を実施する基準や理由を記載し、このコースの優先度及びこの

提案が以下に需要に対応したものであるか説明する。 
コースの提案 

• 総合目的：コース又は学術的行事が貢献する目標を明記する。 
• 特定目的：提案終了時に達成が期待される目標を記載する。 
• 内容：提案の中心課題、教育改革との関連、国の様々レベルのカリキュラムと

の関連について記載し、基礎及び文化と言語の多様性に集中する。自習部分に

ついても内容のスキームについて記載する。 
• 活動：座学部門の活動内容、教室活動、自己評価及び自習活動を含む。 
• 財源：物理的な資源(自習モジュール及び視聴覚機材等)と人材について記載する。 
• 指導：座学モジュール（団体、個人、週間等）の時間や場所について記載する。 
• 評価：学術的な成果、コース又は学術的行事の資質的な評価(内容評価、インス

トラクター評価及び資源評価)とコースや学術的行事の実施により得られた教訓
を明記する。150時間以上のコース又は学術的行事については、教授法プロジェ
クトと反省報告書の提出が必須となる。その他の場合は、企画書の策定とその

実施に対する反省点で可能とする。最終テストを最終的な学術的な成果とする

ことができる。コース登録時に教職についていない参加者については、活動及

び評価を適合するものとする。 
専門化コース及び有資格化コースについては、履修課程の提案に基づいた評価

とする。 
• 行程：提案は、活動と日程、及び必要資材の計画を含んでいなければならない。

内容別に、日時を明記し、レポート、実習及び評価(学術的な成果とプロセスの
品質)の時期を明記する。 

• 手法：コース又は学術的行事で定めた目標達成のための戦略について記載する。 
• 広報：広報場所(学校、養成センター等)及び広報手段等を明記したコースの広報

計画を記す。 
e) 付属書類 

• インストラクターの履歴：最新の情報を記載し、各専門に関する研修の裏づけ

となる証書を添付する。 
• 自習教材。基本的な参考書・ 
• 評価手順の説明 
• その他重要とされる資料 

 
30. 提出されたプロジェクトの一部又は複数の変化を行う場合、最低でもコース又は学術的
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行事実施の 48時間前に教員養成局に報告しなければならない。 
31. 教育文化省は、高等教育総局と教員養成局を通じて、全ての要件を満たす計画を決裁で
認可し、コース及び学術的行事の認可を、教育文化省の技術者が行うモニタリング評価

に基づき、決裁で行う権利を保持する。 
32. 現職教員研修においては、インストラクターが指導、ガイド、参加者の学習のファシリ
テーターとして重要な役割を果たす。主な機能は以下の通りとする。 

• 会合と活動の計画。 
• 学習の指導と個人及び団体活動の指導。 
• 参加者の学習プロセスの支援。 
• 内容、参加者及びインストラクターとの関連を深める。 
• 参加者の学習を評価する。 
• コースの達成と成果を報告する。 
この方式の場合、インストラクターによるグループ指導を制度的に区分し、月に 10
時間設けなければならない。個人的な指導については、各自の余裕にあわせ実施す

るものとするが、教育的なものに限定する。いかなる場合においても、座学が参加

する教員の授業を影響してはならない。 
33. 通信教育の効率性及び有効性を考慮し、定員を 30名と定める。 
34. 自習モジュールについては、教育通信の場合は以下の基準によるものとする。 

a) これらのモジュールは主要な構成要素として以下の要素を含まなければならない。 
 コースの紹介、理由と全体目的。 
 ユニット別の目次 
 ユニット別の特定目標。 
 ユニット別の紹介と序文。 
 授業での実習の多様性の例 
 多様な問題集：座学用、教室内で生徒を対象にした物、自己評価及び反省等につ
いて。 

 回答集、問題集の回答と意欲付けになるコメントをつける。 
 ユニット又は全体の用語集。 
 読解に関する指導。 
 基本的で入手可能な参考書リスト 
コース開始時に教職についていない参加者がいる場合は、かれらのニーズに合わせ、

補完的な教材や問題集を作成しなければならない。 
b) モジュールは活発的で、意欲付けとなるもので、参加者のニーズ、課題及び通信教育
に合致した言語水準でなくてはならない。 

35. 授業時間については、コース又は学術的なイベントの目的や内容に合致したものとし、
通信教育による課題は最大で週 10 時間までとする。通信教育による現職教員研修は、
全体で 300時間を超過しないものとし、専門及び有資格化コースを除いて、座学時間も
100時間を超過してはならないものとする。 
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36. 評価手順は、明確に、プロセス及び成果の評価を考慮したものでなくてはならない。評
価期間を明記し、コース又は学術的行事合格の最低基準を 70%とする。コース又は学術
的行事の証書付与の条件は最低でも座学への出席率を 80％とする。 

 
第６章 コースへの参加について 

 
37. コース又は学術的行事の対象者は資格を有する教員のみとする。資格を融資現職の教員
を優先的に参加させるものとする。 

38. コース又は学術的行事の参加者は、組織が要請する登録用紙を記入し、教員の資格を証
明する証書を提出しなければならない。 

39. コースに参加する教員は、コース又は学術的行事の要件を満たさなければならない。 
40. 参加者の数については、ワークショップコースの場合最低で15名、最高で30名とする。

30 名以上の場合は、各組織が他のコースを設け、別のファシリテーターを雇用する、
又は他の時間を設ける等の措置を講じるものとする。 

41. 参加者は、提案書に定める評価に準じ、組織が事前に提出した採点段階の当該採点を得
るものとする。 

42. 参加者は、同時に２つ又はそれ以上のコースに参加できるものとするが、授業及び座学
の日時が一致しない場合に限るものとする。 

 
第７章 コースの責任者、インストラクター及び指導者について 

 
43. コース又はイベントのインストラクターや指導者は、教員養成局によって認可を受けた
もの無くてはならない。その後、教員養成局のインストラクター登録簿に登録し、許可

するものとする。 
44. インストラクター登録簿への登録の条件は以下の通りとする。 

 申請書の提出。 
 最新の履歴書の提出と教育分野における専門的経歴を証明する資料の原本証明を
行い提出する。 

 当該分野の技術者又は専門家であること。 
 最低でも教員経験５年を有すること。 

45. インストラクター又は指導者としての許可の有効期間は３年間とし、その後は再度、定
められた基準に基づき認可手続きを行わなければならないものとする。 

46. 開催者は、コース又は学術的行事の目的を考慮して参加者の用件を定めるものとする。
資格、経験年数、専門分野などの基本的な要件を定めなければならない。参加に当たり

これらの要件を周知させる責任は開催者が負うものとする。 
47. コースへの参加とその後の証書付与の条件及び要件の周知は開催者の責任とする。 
48. コース又は学術的行事の日時が変更される場合については、定められた日時から 48 時
間以内に教員養成局に新しい日時を通達しなければならないものとする。 
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49. コース又は学術的行事のインストラクター及び指導者は、同時にコース又は学術的行事
の参加者となることは出来ない。 

 
第８章 管理及びモニタリング 

 
50. 教員養成局は、技術班を通じて定められた基準に基づき、認可されたコースやイベント
の現場評価を行う。 

51. 教員養成局の技術者は、必要な場合疑問の解明、内容の調整などについて指導を要する
組織や専門家に対し技術及び教授的な指導を行うものとする。 

 
第９章 最終的な資料について 

 
52. コース及び学術的行事の開催者は教員養成局に対し、最高でもコース又は学術的行事終
了後 15日以内に次の資料を提出しなければならない。 

 参加者登録様式と証書と在勤証明書の写し。 
 参加者のリスト、出席率と採点。 
 参加者の出席簿。 
 コース又は学術的行事の最終報告書。 
 コース又は学術的行事の原本証書モデルに教員養成局の名前を記入し、組織の責任
者の署名と印を記す。 

 コース又は学術的行事の原本証書モデルに教員研修技術ユニットの名前を記入し、
組織の責任者の署名と印を記す。 

 
53. 前述した全ての書類を受け取った時点で、教員研修技術ユニットは、条件を満たした報
告書を提出し、教員養成局の局長に対してコース又は学術的行事の決裁による認可を要

請する。そろわない場合については、認可の却下を提言する最終技術報告書を提出する。 
54. 教育文化省以外の組織が提供する現職教員研修コースの料金ついては、妥当な水準に設
定するものとする。 

55. 現職教員研修コース又は学術的行事の認可及び許可決裁については、これに記載されて
いる日時のみに有効である。同じ課題で、新しくコース又は学術的行事を実施する際に

は、新しく手続きを行い、前述の許可について記載し、改定がある場合はこれについて

記載する。 
56. 座学によるコース又は学術的行事の中で、４０時間以内のものについては、県の監督調
整事務所で認可を行うことを可能とするが、本規定の第 27 条に定めている場合に該当
するものについてはこの限りではない。 

57. 教育文化省と開催組織は、協定を結び双方の責任及び義務を明記し、現職教員研修の法
的枠組みを定めるものとする。開催組織は、校長又は担当するインストラクターがこの

協定を署名するものとする。 
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別添資料 2-15 
 

内部通達 03/05 
 
教員の継続研修コース及び活動を実施する組織の担当者の皆様に対し、高等教育総局所

管の教員養成・研修局長として、ご挨拶申し上げるとともに、現職教員研修を実施するた

めには、以下が条件となっていることをご連絡申し上げます。 
 
 
a) 教員規定を定める法律第 1725 号の第７章の第 34 条で「教職者の養成は教員養成セン
ター、高等学校、及び法律で認められた大学の所管である」とされている。 

b) 同法の第 35 条によると「スキルアップ及びリフレッシュ事業は」教育文化省が認可し
た高等機関によって実施することが可能とされている。 
教育文化省、県、地域及びゾーン組織を通じて、学校及び教育施設等の教員のリフレッ

シュを促進する。 
 
これに関し、現職教員研修で展開されるコースの認可基準は以下の通りである。 
• 教育文化省の認可により、教員養成校は座学及び通信教育による現職教員研修を実施

することが出来る。 
• その他の組織が、これらのコースを実施したい場合は、現職教員研修コースの経験が

豊富な教員養成校又は大学と実施しなければならない。 
• 研修コースは、教員の資格を有したものに限定して開催されなければならない。 
 
現職教員研修コースの認可に関する基準は、教員養成・研修局で入手することが可能であ

る。 
 

敬具 
 

アスンシオン市、2005年５月 30日 
 

マリア･グラシエラ・ルイス・ディアス・デ・ロマン 
教員養成・研修局長 
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別添資料 2-16 
 

PEI 研修内容及びワークショップ実施工程 
 
第１回：2005年 6月 29日、時間数：座学７時間 
− 意識改革と活動方法 
− 参加者の知識及び経験の評価 
− 概念：PEI診断-組織的な範囲 
− 使命とビジョン。SWAT分析 
− 診断分析。様々な分野における主要な問題の解明 
− 作成 
− 評価及び提言 
− 指導 
第２回：2005年 7月 6日、時間数：座学７時間 
− 協議の開始 
− 戦略的目的(理論的な基礎) 
− 特定目的 
− 作成 
− 評価及び提言 
− 指導 
第３回：2005年７月 27日、時間数：座学７時間 
− 協議の開始 
− 活動計画。理論的な基礎 
− 作成 
− 社会化 
− 評価 
− 指導 
第４回：2005年 8月 4日、時間数：座学７時間 
− 協議の開始 
− 年間活動計画(POA)。理論的な基礎 
− 作成 
− 社会化 
− 評価 
− 指導 
第５回：2005年 8月 24日、時間数：座学７時間 
− 協議の開始 
− 行程表、ガンチャート、理論的な基礎 
− 作成 
− 評価 
− 指導 
第６回：2005年 9月 28日、時間数：座学５時間 
− 協議開始 
− 作成した計画書の引渡し 
− 各学校参加者の報告 
− コースの最終評価 
− 提言 
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別添資料 2-17 

 

現職教員研修、座学講座 

 

座学教員研修事業で展開されたコースの総合報告書（PEI 研修終了報告書） 

 

「具体的で実のある学習のための運営」 

課題：学校教育計画書 

責任者： ペルラ・イサベル・コリナ・ボガド学士 

ニコラス・ベラ・ゴンサレス学士 

 

コースはワークショップ形式で６月 29日開始した。コースは６回、夫々７時間行い、24の

小学校、3の中学校を対象とし、各学校の代表者２名、及び監督事務所の技術者３名が参加

し、計 57名が参加した。 

 

コースの特徴は、参加、作成、問題とプロセスの評価等の他、ワークショップの結果を制

度化し、目標達成を分析、将来的な改善を行うため成果品の提出を含んでいる。 

 

類型的な評価の結果（プロジェクトの提出）、27校に相当する 67％が合格、33％が不合格(プ

ロジェクトの提出まで至らず)であるが、この中には、問題集についても、プロジェクト作

成にも参加しなかった監督事務の技術者は含まれて居ない(添付資料に配属部署及び参加者

の描写を含む)。 

 

以下に 23組織の代表によって行われた最終評価結果を記す。 

 

1. 課題に関する予備知識 

• 違った知識であり、強化する必要がある(9名) 

• 経験によって得られた知識であり、不明確で内容も無く、表面的であった(12名) 

• 概念的な知識で、総合的な知識ではなかった。 

2. ワークショップ期間の時間割 

• 全ての活動は適切であった(9名) 

• 時間割は非常に良かった(12名) 

• 課題によっては時間が少なかった(1名) 

3. 各セッションで用いられた技法 

• 活発的で実用性のある技法であった(5名) 

• 理論の実習を伴っているので非常に有効な技法であった(11名) 
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• 非常によく、他のワークショップでも実施してほしい(2名) 

• 興味深いもので、ポジティブであった(3名) 

• 素晴らしい、インストラクターによるガイド、指導及びモニタリングがありよか

った。(2名) 

4. 期間中の人間関係 

• 非常に良い、経験交換ができるのでポジティブである。(9名) 

• 温かく、熱心で環境が良い(5名) 

• 心地よい環境で、意図が共通している。(2名) 

• インストラクターが優しく、素朴であった(3名) 

5. 学校内部における理論の具体的な実用性について 

• 職場の仲間とは問題無く共有することが出来た(11名) 

• プロセスの全てを共有するには、時間に限りがある(9名) 

• 職場の仲間にも普及する予定である(3名) 

6. 問題解決能力及び問題集の難易度 

• 問題集は困難ではなかった(18名) 

• 時間に限りがある(3名) 

• レポートを作成するために校長の協力が得られない(2名) 

7. インストラクターの資質について 

• 素晴らしい、課題に関する知識と経験を有している(11名) 

• 能力と経験により、参加者の意欲と信頼を勝ち取った(5名) 

• グループの必要性に応じたものだった。(4名) 

• 課題に関して、確信をもって挑み、討議では柔軟的であった。 

8. ワークショップの中で最も有意義と思われる 2 つの場面を選び(理論、指導、作成等)正

と負のインパクトについて述べてください。 

• 指導とレポートの校正より、不備な点の指摘と指導を感じることができた(11名) 

• 全てが有意義で負のインパクトは認められない。(3名) 

• レポートの作成、理論の実用が可能であった(5名) 

• PEIの全体的な作成(4名) 

9. コースの全体的なコメントと提言 

• 興味深いコースであった(17名) 

• 評価、読解等全ての教員を対象としたコースを開催して欲しい(6名) 

10. 達成されたと思われる自分の能力の発展度合いの推定。 

• 結果によると 91％が知識と自己啓発目的を達成したとあり、9％はデーターが無い

(記入されていない) 
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別添資料 2-18 
 

保護者会（ACE） 
 
子弟の教育の品質の改善及び協力する目的で組織され、一定の目的を有する生徒の父母、

保護者の団体である。 
ACE は父母が学校に組織的に参加するための空間である。教育文化省は、学校の運営参

加、協力及び支援組織として位置づけている。 
 
学校に父母及び保護者が参加する目的 

 家庭から子弟の教育に参加し、支援するため。 
 学校の活動に参加する重要性について認識するため。 
 学校の活動に活発的に参加するため。 
 メンバーや他の教育関連者との連携作業、団体及び企画を促進するため。 
 相互扶助、尊敬及び対話によって民主化を強化するため。 
 学校経営目的達成を支援し、教育者の学習、学校経営への参加プロセスの確立するた
め。 

 
また、父母の参加により、持続的な住民の努力と確約を確立し、組織内及び教育コムニ

ュニティにおける自己評価の改善と強化を図るものである。 
 
ACEの役割と機能 
父母及び保護者の学校への参加は、新しい試みでは無く、1958 年の学校協力者

（Cooperadores Escolares）が始まりである。 
学校協力者(1958年に創設) 

全体目的：教育施設の教育業務を支援する。 
特定目的：*学校施設の拡大及び修理(建設、修理、維持等) 
* 社会、娯楽、スポーツ的な開発を支援する。 
* 地域のニーズに対応するため、父母と学校の連携を図る。 
* 学校の図書館を整備する 
* 生徒の学習を改善するために、教材を供給する。 
* 教員の研修を可能にする。 
 
学校協力者に関する調査結果によると： 
 教育は学校の責任であり、この一部である住民の責任ではない。 
 学校の施設や設備の整備及び改善に専念しており、他の分野での父母の参加は無い。 
 学校の経営は完全に計画されたものではなかった。 
 保護者会に参加している父母は、機能や目的を把握してなかった。 
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1990年の教育改革の実施により、家族の学校との関係及び家庭の教育における活動は、

保護者会と呼ばれる父母の組織によって規定されている。 
保護者会 (1990年以降) 

全体目的：教育機関の目的達成を支援し、教育者の学習、学校経営への参加プロセスの確

立する 
機能： 

 教育政策の策定に際し、当局に協力する。(第５条) 
 地域の実情にあった、地域特有のカリキュラム開発に協力する。 
 保護者会特有の業務と学校の経営業務の連携を図る。 
 サービス委員会の形成を支援する。 
 家庭の効率的な教育への関与と優先課題の対応を可能とするため、コムニュニティ及
び会員の啓蒙普及を行う。 

 知識と経験の交流、義務の履行と有益を感じ取り、個人及び集団的な成長を可能する
空間を設ける。 

 教育プロセス全ての評価情報を収集する。 
 教育の重要性をメンバー及びコミュニティに伝え、指導不足、不完全教育、中退、欠
席の悪影響を指導するとともに、教育者による物理的な施設、什器備品の保守の重要

性について伝える。 
 学校の計画やプロジェクト等が検討される経営者及び教員会議に参加し、実施への参
加を可能とする。技術及び教育部門に関する課題については、校長及び教員が意思決

定をし、妥当と判断する場合については、保護者会の参加を可能とする（第 11条） 
 保護者会を通じて、メンバーの教育、文化、技術、自己啓発等に関する生涯教育を実
施し、教育改革のニーズに効率的に対応する。(第 13条) 

 
父母及び保護者の学校への参加を可能とする法律的な裏づけ 
 
保護者会(ACE)は、コミュニティが一丸となって教育に参加するために設けられたもので

ある。この規定については、1996年 10月 29日に教育文化省が定めている。 
父母の学校への参加を可能とする法律的な裏づけは以下の通りである。 

 パラグアイ 2020年、戦略計画(96年に策定された初版) 
 基礎及び中等教育レベルの公立の学校における保護者会の機能及び概念を定める省令
第 3355/96号。 

 98年の教育総法(第２章、第 129、130条、63、143、144、70ページ) 
 県の管理チームの形成、組織及び機能を公式に定める省令 2947/98号。 
 ゾーン人選チームの他のメンバーを定める省令第 3962/99号。 
 県の教育審議会及びその機能を定める省令第 10711/2000号。 
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教育文化省が実施している活動 
教育文化省は、現在、高校に焦点を当て、以下の目的で中等教育改革を推進している。 
 学校経営を改善し、品質のある教育を提供する。 
 教育を受ける青少年の数の増加。 
 人材の継続教育の強化。 
 新しい教育のリーダーを育成し、高校の教員養成を確立する。 
 教育コミュニティのメンバーの参加の空間を拡大する。 

 
中等教育改革事業は以下の３つのコンポーネントによって構成されている。 
1. システムの制度的な開発 
2. 中等教育の改善 
3. 中等教育の拡大 
 
中等教育改善は以下のサブコンポーネントによって構成されている。 
a) 教育手段 
b) 社会教育戦略 
 
社会教育戦略は以下の３つの活動によって構成されている。 
PEI（学校教育計画） 
PSC（社会コミュニティ計画） 
ACE（保護者会） 
 
現在保護者会（ACE）の活動は、教育開発総局所管の教育指導局が担当しており、次の

主目的を定めている。 
 学校を最も重要な社会的機関として位置づけ、ACE を通じて学校とコムニティの連携
活動を定める。 

 教育の資質、公平性、及び持続性を確保するため、参加的、活発的、創造性に富み、
活動的な ACEを結成する。 

 より開放的、具体的、教育の担い手と住民がより連携及び連帯した学校経営を目材、
ACEを通じた学校及び住民関係を強化する。 

 PEIの策定、実施、及び評価にACEの効率的な参加が可能となるメカニズムを定める。 
 家庭の教育の重要性について反省し、子供の教育の責任を共有する。 
活動は次の５つの県に集中して実施している。 

カアグアス、サン･ペドロ、セントラル、コルディリェラ、及び首都圏の中等レベルの学校

が全体で 400校、合計父母の研修対象者を 1200名としている。 
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別添資料 3-1 
 

参加型学校経営のモデルをつくる（ドラフト） 
 

目次 
紹介 
ユニット I 
新しい学校経営の基本的な提案 
1. 学校経営の新しい観点 
1.1 経緯と特徴 
1.1.1 この概念における教育制度の管理 
1.1.2 新しいモデルを支える理念 
1.2 学校経営とは？ 
1.2.1 学校経営の新しいモデルの挑戦 
1.2.2 学校に関連する部門 
1.2.3 学校経営部門 
1.2.4 学校経営は如何に？ 
 
ユニット II 
学校経営の特徴 
1. 改革のための機関的な空間 
1.1 現状と改革プロセス 
1.2 始点は？ 
1.3 品質のある教育機関の特徴 
2. 学校経営の柱：教授及びカリキュラム部門 
3. 教育機関の社会的な機能 
4. 教育機関におけるコミュニケーション 
4.1 コミュニケーション改善に役立つ点 
4.2 コミュニケーションと機関的な改革 
4.3 情報の伝達 
 
ユニット III 
1. 参加的な学校経営 
1.1 参加とは何か？ 
1.2 教育機関と民主的な参加 
2. 校長の活動とグループ作業 
2.1 校長の役割 
2.2 作業部会の特徴 
 
ユニットⅣ 
学校教育計画、多様性、独立性及び住民参加を表明する声明 
1. 県経営班の存在意義を定義する 
1.1 学校経営のツールとしてみる学校計画 
1.1.2 学校計画の策定の意義 
1.1.3 学校教育計画策定の段階 
1.2 学校経営の他のツール 
 
用語集 
参考文献 
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校長の毎日：組織構築と新しい職務引き受けの過程 

 
目次 

紹介 
資料の内容と構成 
ユニット１ 
学校における作業部会 
a. 理論的枠組み 
1. 日常的なグループ作業 
2. 教育機関における作業部会 
3. 校長と作業部会の関係 
4. 作業部会とコミュニケーションの形態 
b. 作業のための提案 
課題：教育機関における作業部会 
 
意思決定 
a. 理論的枠組み 
1. 総枠 
2. 意思決定プロセス 
3. 意思決定プロセスに関連する概念 
4. 意思決定と改革プロセス 
b. 作業のための提案 
課題：決断はだれがどうやって？ 
 
交渉のための指導チームに基本的な戦略 
a. 理路的な枠組 
1. 機関内における交渉のスタイル 
2. 校長と交渉 
業務の委任 
参加の概念との関係 
a. 理論的枠組 
1. なぜ業務の委任が必要か？ 
2. 委任の利点と欠点。 
3. 委任と参加 
4. 参加による影響 
b. 作業のための提案 
課題：業務委任、必要性か課題か？ 
 
ユニット２ 
教授法の指導役としての校長 
基本的概念 
理論的枠組 
1. 教授法指導役としての校長 
2. 教授法の指導における基本的な目的 
3. 教授法の指導とは？ 
b. 作業のための提案 
課題：教授法の指導 
課題：教授法の指導によって期待される変化 
 
参考文献 
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学校経営の調味料：教授法、共有、参加 

 
目次 

紹介 
内容 
モジュール１ 
組織としての学校 

a. 理論 
1. 組織、機関の定義の関連 
2. 組織の機能 
3. 明確な目的と不明確な目的 
4. 覚えるもの、学ぶもの 
5. なぜ人間は組織や機関の一部なのか？ 
6. 機関文化。機関のスタイル。機関のアイデンティティ 
7. 機関の組織面 
8. 機関のディメンション 

b. 作業のための提言 
課題：機関と組織 
活動１：機関の図 
活動２：比較表の作成 
課題：制度としての学校 
活動３：機関の組織図 

c. 評価票 
私たちの学校 
 
学校の活動 
a. 理論 

1. 前進的な形態と後進的な形態の機関 
2. 関係、決別及び紛争。 
3. 機関的な紛争。 
4. 機関及びメンバーの関連 
5. 改革 

b. 作業のための提言 
課題：機関の機能 
活動１：演出 

c. 評価票 
私たちの組織はどうやって動いているのか？ 
 
コミュニケーションの制度的な発想 
a. 理論 

1. コミュニケーションは制度である。 
2. 全てのコミュニケーションの基本理念 
3. グループ内におけるコミュニケーションの阻害要因及び障壁 
4. 機関内で見られるコミュニケーション 
5. コミュニケーションとシステム 

b. 作業のための提言 
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課題：制度としてのコムニケーション 
活動１：私はだれ？ 

c. 評価票 
コムニケーションはどうやって？ 

 
モジュール２ 
指導チーム 
a. 理論 
1. 当局と独裁 
2. 指導チームの機能と業務 
3. 指導と参加型リーダーシップ 
b. 作業のための提言 
課題：校長の機能 
活動１：コラージュ 
課題：指導のスタイル 
活動２：議事録の作成 
c. 評価票 
1. 権力と人間の利害関係 
2. 権力、学校及び教育 
b. 作業のための提案 
課題：権力の関係 
活動１：カードゲーム 
活動 2：現状について語る 
c. 評価票 
権力関係 
付属書 
課題：システムとしての課題 
活動１：私は誰？ 
グループ分析のために考慮すべき点 
 
参考文献 
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教授法の指導：残された課題 

 
目次 

資料の描写 
第１章：教授法の改革 

1. 反省点 
2. 教授法改革を進める理由 
3. 教授法の指導役として見る校長 

結果 
 
第２章： 教授法の指導、反省の手段 

1. 教授法指導のどうして、となんのために？ 
1.1 教員の経験による知識 

2. 教育の専門家としてみる教員 
構想のまとめ 
 
第３章： 教授法支援形態 

1. 前書きとして 
2. グループ指導 

2.1 グループ指導について考慮すべき点 
3. 個人指導 

3.1 一般条件 
3.2 個人指導セッションの段階 

4. 書面による指導 
4.1 内容 
4.2 考慮点 
4.3 書面による指導に関するその他の事項 

 
5. 外部専門家による指導 

5.1 内容 
5.2 考慮点 

全ての関連 
 
第４章：教授法支援の支援ツール 

1. 監視人として校長 
1.1 なぜ校長が学校の監視をした方が良いのか？ 
1.2 監視の段階 

2.教員計画の分析 
2.1 考慮点 
2.2 計画の分析とは何か？ 
2.3 計画分析の進め方 
2.4 分析のステップ 
 

まとめ 
参考文献 
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  別添資料 3-2 
 

生き生きした学校の中で（En la Escuela Viva） 
 

目次 
紹介 
一般情報 
モジュール 1：プロジェクトの準備及び管理組織はどのように行っているのか？ 
学校経営チームを結成しよう 
学校経営チームの機能は？ 
情報の伝達は？ 
評価の目的は？ 
 
モジュール２：学校を診断してみよう。私たちの学校の現状は？ 
学校の長点及び欠点は？ 
学校のチャンス及び脅威は？ 
問題とは何か？ 
 
モジュール３：私たちの計画をどのようにするのか？ 
何を達成したいのか？ 
具体的にどの状態を改善したいのか？ 
だれのための計画か？ 
活動をどのようにして展開するのか？ 
活動を時系列的に整理するのは？ 
責任の分担は？ 
必要な予算は？ 
 
モジュール４：プロジェクトはどうやって実施するのか？ 
事業を実施するための準備はどうやって？ 
事業の実施とはなにか？ 
 
モジュール 5：事業の資源を管理どうやって管理するのか？ 
プロジェクトの財源の配当と管理のための指導。 
プロジェクトのための予算 
決算の概要と清算 
付属書(表) 
 
モジュール 6：プロジェクトのモニタリング及び評価はどうやってするのか？ 
評価の計画 
プロジェクト評価における二つの場面 
適切な指標を設定する 
 
付属書 
 

147



 
 
 

学校運営管理マニュアル（Manual de Gestión Escolar） 

目次 
前書き 
エスクエラ・ビバとは？ 次の条件が整っているところです。 
 
1. 児童が 
学習できる 
経験及びニーズから学び取る 
文化から学ぶ 
家族、先生、校長及びコムニティーから学ぶ 
こうやって成長する 
 

2. 先生が 
生徒の成功に対する責任を持つ 
教え方を反省する 
学び指導する意欲を育てる 
児童、校長、家族及びコムニティーから学ぶ 
こうやって成長する 

 
3. 家族が 
子供を指導し、ともに学ぶ 
学校経営に参加する 
学習の橋渡しである 
子供、先生、校長及びコムニティーから学ぶ 
こうやって成長する 
 

4. コミュニティーが 
学習を助ける 
支援ネットワークを形成する 
校長、先生、家族、そして成長する子供から学ぶ 
こうやって成長する 

 
5. 校長が 
教授的な責任を果たす 
参加的なリーダーシップを発する 
学習時間を保証し、合理化する 
経営管理組織の形成を促す 
先生、児童、家庭及び住民と学ぶ 
こうやって成長する 

 
6. 教育計画： 
学校の使命にむけた指導を行う 
教授活動を戦略的に計画する 
学校教育計画を策定する 
校長、先生、児童、家族及び住民の指針 
こうやって成長する 

 
参考文献 
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生き生きした学校（Escuela Viva） 
 
目次 
 
フレームワーク 
 
学校：質の挑戦 
 
家族 
 
国家 
 
コンテキスト（歴史的文脈） 
 
社会資本 
 
戦略 
 
付属：経済、社会、文化資本 
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読
解
・文
法
能
力
が
低

い

留
年
率
が
高
い

問
題
系
図

教
育
文
化
省
(M
E
C
)

2
0
0
5年
1
0
月
2
0
日

グ
ル
ー
プ
2

生
徒
の
教
育
へ
の
ア
ク

セ
ス
が
低
く
、
能
力
に
も

違
い
が
あ
る

学
校
で
就
学
前
教
育
と

初
等
教
育
の
連
携
が

出
来
て
い
な
い

僻
地
で
は
就
学
前
教
育

が
提
供
さ
れ
て
い
な
い

就
学
前
教
育
に
ア
ク
セ

ス
で
き
る
児
童
が
少
な

い

刷
新
的
で
住
民
参
加
型

の
学
校
管
理
体
制
が
あ

ま
り
無
い

校
長
の
意
欲
が
低
い

校
長
に
論
争
を
処
理
す

る
知
識
が
無
い

校
長
会
の
会
議
の
効

果
性
が
低
い

先
生
の
意
欲
が
低
い

１
ク
ラ
ス
当
た
り
の
生
徒

数
が
多
す
ぎ
る

教
師
の
継
続
的
教
育

制
度
が
無
い

活
発
的
な
技
法
が
用
い

ら
れ
て
い
な
い

不
適
切
な
指
導
技
法

指
導
技
法
に
関
す
る
知
識
が

不
足
し
て
い
る

生
徒
に
建
設
的
な
批
判
意
識
、

反
省
意
識
が
見
ら
れ
な
い

教
師
の
初
等
教
育
の
履
修
課

程
の
習
得
度
低
い

教
授
法
の
知
識
が
無
い

教
師
が
生
徒
を
指
導
す
べ
き

対
象
と
し
て
見
て
い
な
い

生
徒
が
頻
繁

に
欠
席
す
る

授
業
日
が
失

わ
れ
る

栄
養
摂
取
状
況
が
悪
い

家
庭
で
就
学
前
教
育
が

重
要
視
さ
れ
て
い
な
い

生
徒
が
宿
題
を
し

な
い

学
習
、
習
得
に
関
し
て

学
校
と
家
庭
が
連
携
し

て
い
な
い

家
族
が
面
倒
を
あ

ま
り
見
な
い
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問
題
系
図

校
長
及
び
副
校
長

2
0
0
5年
1
0
月
2
1
日

グ
ル
ー
プ
2

親
が
子
供
の
こ
と
に
関

し
て
無
関
心
で
あ
る

子
供
が
最
低
限
の
教
材

を
有
し
て
い
な
い

子
供
の
栄
養
状
況
及
び

衛
生
状
況
が
悪
い

A
C
E
sを
形
成
す
る
親
の

教
育
水
準
が
低
い

貧
し
い
学
校
に
は
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
ー
が
整
備
さ

れ
て
い
な
い

研
修
を
う
け
る
だ
け
の
、

金
銭
的
余
裕
が
無
い
」

校
長
が
学
校
経
営
に
関

す
る
研
修
を
受
け
て
い

な
い

地
区
及
び
周
辺
校
の
校

長
が
適
切
な
給
与
を
も

ら
っ
て
い
な
い

先
生
の
給
与
が
良
く
な

い

親
は
失
業
し
、
子
供
が

働
い
て
い
る

親
に
識
字
能
力
が
無
い

監
督
官
が
適
切
に
指
導

を
行
っ
て
い
な
い

政
府
か
ら
の
支
援
が
十

分
で
は
な
い

教
師
が
役
割
を
果
た
し
て
い
な

い

校
長
に
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

が
無
い

先
生
が
自
分
の
非
を
認

め
な
い

教
師
が
教
授
法
を
刷
新
し
な

い

教
師
が

M
EC
の
新
し
い
履
修
課

程
に
関
す
る
研
修
を
受
け
て
い

な
い

生
徒
が
興
味
を
持
た
な
い

習
得
率
が
低
い

生
徒
の
生
活
水
準
が
悪
い

子
供
は
学
習
に
関
す
る
問
題
が
あ
り
、
親
は

解
決
で
き
な
い

生
徒
の
し
つ
け
が
悪
い

一
ク
ラ
ス
当
た
り
の
生
徒

数
が
多
す
ぎ
る

施
設
が
適
切
な
教
育
に
あ

っ
た
も
の
で
は
な
い
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学
級
進
級
率
が
高

ま
る

生
徒
の
定
着
率
が

増
え
る

生
徒
の
成
績
が
向

上
す
る

十
分
な
教
材
が
あ
る

教
師
は
学
習
の
手
助

け
と
な
っ
て
い
る

生
徒
の
出
席
率
が

改
善
す
る

生
徒
の
経
済
的
な
状
況

が
改
善
さ
れ
る

児
童
の
社
会
的
な

条
件
が
改
善
さ
れ
る

住
民
に
対
し
て
開
放

的
な
学
校

学
校
と
住
民
が
連

携
し
て
い
る 学
校
が
参
加
的
手
法
を

取
り
入
れ
る

教
員
の
活
動
計
画

教
師
が
恒
常
的
に
出

勤
す
る

学
習
サ
ー
ク
ル
が
上

手
く
機
能
す
る

校
長
の
ポ
シ
テ
ィ
ブ
な

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

監
督
官
に
よ
る
指
導

が
改
善
す
る

校
長
研
修
が
改
善
さ

れ
る

第
３
サ
イ
ク
ル
の
授
業
の

僅
か
な
施
設
に
集
中
す
る

効
率
的
で
継
続
的
な

教
師
の
研
修

校
長
に
よ
る
総
合
的
な

指
導

校
長
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

基
準
が
守
ら
れ
る

資
機
材
の
整
備
(資

材
、
財
源
、
人
材
)

特
別
研
修

継
続
教
育
制
度
の
実

施

県
庁
及
び
市
役
所

と
の
連
携

履
修
課
程
の
策
定

政
府
機
関
及
び
非

政
府
機
関
と
の
連

携

特
別
校
長
研
修

学
校
管
理
に
関
す
る

継
続
教
育

特
別
履
修
課
程
の

策
定

年
間
研
修
計
画
の

策
定

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
レ
ベ
ル
の
教

育
事
業
を
展
開
す
る

父
兄
が
協
力
的
に
な
る

多
機
関
に
よ
る
社
会
的

な
事
業
の
展
開

目
的
系
図

教
育
文
化
省
(M
E
C
)

2
0
0
5
年
1
0
月
2
0
日

グ
ル
ー
プ
1
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目
的
系
図

教
育
文
化
省
(M
E
C
)

2
00
5
年
10
月
2
0日

グ
ル
ー
プ
2

建
設
的
で
反
省
す
る
生

徒
に
な
る

留
年
率
が
減
少
す
る

教
師
の
意
欲
が

改
善
す
る

報
酬
が
増
え
る

(階
級
の
見
直
し
)

ク
ラ
ス
の
数
が
適
切
に

な
る

適
切
な
技
法
が
用
い
ら

れ
る

指
導
技
法
に
関
す
る
知

識
を
習
得
す
る

履
修
課
程
を
習
得
す
る

就
学
前
教
育
へ
の
ア
ク

セ
ス
が
改
善
す
る

学
校
と
家
庭
が
連
携
す

る

能
力
に
違
い
が
あ
る
生

徒
が
よ
り
参
加
で
き
る

授
業
へ
の
参
加
が
普

通
に
な
る

学
習
環
境
が
最
適
に
な

る

学
習
の
中
心
が
生
徒
に

な
る

教
授
法
の
知
識
を
習
得

す
る

教
師
の
継
続
教
育
が

実
施
さ
れ
る

活
発
的
な
技
法

評
価
教
授
法

家
族
が
宿
題
の
手
助
け

を
す
る

A
C
E
が
強
化
さ
れ
る

家
族
が
学
校
経
営
に
参

加
す
る
空
間
が
設
け
ら

れ
る

家
庭
で
就
学
前
教
育
が

重
視
さ
れ
る

住
民
に
よ
る
就
学
前
教

育
の
提
案

就
学
前
教
育
と
初
等
教

育
の
連
携
が
改
善
さ
れ

る

学
校
経
営
が
最
適
化
さ

れ
る

校
長
の
研
修
が
行
わ

れ
る

研
修
内
容

-
管
理
技
術

-
団
体
作
業

-リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

教
授
支
援
監
督
官
に
よ

る
支
援
が
あ
る

事
務
管
理
監
督
官
に
よ

る
支
援
が
あ
る
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目
的
系
図

校
長
及
び
副
校
長

2
0
05
年
1
0
月
2
1
日

グ
ル
ー
プ
1

子
供
の
家
庭
に
問
題
が
無
い

寄
生
虫
予
防
が
適
切
に

行
わ
れ
て
い
る

学
校
と
家
庭
の
連
絡
が

密
で
あ
る

生
徒
の
食
事
が
適
切
で
あ
る

父
兄
の
た
め
の
学
校

父
兄
が
協
力
的
で
あ
る

子
供
の
教
育
に
親
が
熱
心
で
あ

る

研
修
内
容

法
務

人
事

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

事
務
文
書
の
管
理
方
法

校
長
の
学
校
経
営
研
修
を
展

開
す
る

校
長
研
修
が
徹
底
し
て
い
る

校
長
に
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
あ

る

教
材
が
十
分
で
あ
る

父
兄
が
教
育
に
た
い
し
協
力
的
で
あ
る

教
師
が
役
割
を
適
切
に
守
っ

て
い
る

適
切
な
指
導
技
法
に
関

す
る
知
識
が
あ
る

興
味
を
与
え
る
教

授
法
が
展
開
さ
れ

る

生
徒
の
数
が
適
切
で
あ

る

適
切
な
教
師
の
研
修
が
展
開

さ
れ
る

教
師
に
対
す
る
研
修
が
十
分

で
あ
る

生
徒
が
授
業
に
熱
心
で
あ
る

最
適
な
学
習
レ
ベ
ル

会
議
及
び
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

親
の
教
育
が
効
率
的
で
あ
る

参
加
型
授
業
。

指
導
技
法

評
価
手
法

教
材
作
成

E
la
b.
 d
e 
P
ro
y.
 A
u.
 y
 d
e 
Á
re
as
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目
的
系
図

校
長
及
び
副
校
長

20
05
年
1
0月
21
日

グ
ル
ー
プ
2

親
が
子
供
の
こ
と
に
感

心
を
示
す

子
供
の
教
材
が
十
分
で

あ
る

子
供
の
食
事
、
及
び
健

康
状
況
が
適
切
で
あ
る

AC
Eを
主
体
と
す
る
親

へ
の
教
育

学
校
に
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー

が
整
備
さ
れ
る

研
修
に
参
加
で
き
る
余

裕
が
あ
る

校
長
が
学
校
経
営
の
研

修
を
受
け
る

校
長
の
給
与
が
適
切
で

あ
る

先
生
の
給
与
が
適
切
で

あ
る

親
は
仕
事
、
子
供
は
勉
強
す
る

親
の
識
字
教
育
が
徹
底
さ
れ
る

監
督
官
の
指
導
が
適
切
で
あ
る

政
府
の
支
援
が
十
分
で
あ
る

教
師
は
役
割
を
適
切
に
果
た

し
て
い
る

学
校
運
営
、
教
育
管
理
に
関
す
る
研
修
が
実
施
さ
れ
る

教
師
は
生
徒
が
勉
強
に
前
向
き
と
な
る
環
境
を
造
る

教
師
は
参
加
的
な
手
法
を
展

開
す
る

教
師
が
研
修
を
受
け
る

子
供
が
勉
強
に
対
し
て
熱
心

で
あ
る

活
発
的
な
学
習

子
供
の
生
活
環
境
が
適
切
で
あ
る

子
供
が
勉
強
熱
心
で
、
親
が
協
力
的
で
あ
る

生
徒
の
し
つ
け
が
し
っ

か
り
し
て
い
る

一
ク
ラ
ス
の
生
徒
数
が
妥

当
で
あ
る

教
育
に
適
し
た
施
設
で
あ

る

校
長
に
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
あ
る

監
督
官
は
校
長
に
対
し
目
標
を
説
明

し
、
共
有
化
を
図
る

学
校
の
規
律
が
作
ら
れ
る

研
修
内
容

自
己
評
価
の
改
善

教
師
の
役
割

価
値
観

人
間
関
係

指
導
技
法

人
間
の
総
合
的
開
発

道
徳

子
供
は
当
初
か
ら
教
材

を
有
し
て
い
る

親
の
研
修

父
兄
の
た
め
の
学
校

親
と
子
の
関
係

栄
養
と
健
康

自
己
評
価

価
値
観

親
は
子
と
も
に
対
し
必
要
な
も
の
を
与
え
て
い
る

親
の
教
育
に
お
け
る
役
割
の
認
識
と
意
識
改
革
運
動
を
展
開

す
る
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